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少子高齢化の進行により、約５０年後には総人口が約３割減少、
６５歳以上の割合が総人口の約４割に達する見込み。

生産年齢人口の推移

生産年齢人口も減り続け、２０６０年には２０１０年と比べ
約半数まで減少する見込み。

・世界のGDPに占める日本の割合の低下
（2010年5.8％→2030年3.4％→2050年1.9％）
・日本の一人当たりGDP
世界第２位（1993）→世界第10位（2012）

我が国の国際的な存在感の低下

中 国

米 国

インド

日本

「高大接続改革」の背景
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子供たちの未来グローバル化の進展

人口の推移と将来人口



○４年制大学の入学定員は増加しているが、短期大学は大幅に減少。
○志願倍率、入学定員超過率ともに減少傾向。

18歳人口戦後
1回目のピーク

18歳人口戦後
2回目の減少

18歳人口戦後
2回目のピーク

私立大学入定
未充足校大幅に
増加
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昭和41年 2,491 1,557 195 513 2.63 293 1.5 68 137 2.01 108 1.59

昭和51年 1,543 1,325 302 650 2.15 421 1.39 124 184 1.49 175 1.41

昭和54年 1,564 1,384 315 637 2.02 407 1.29 127 191 1.50 177 1.39

平成４年 2,049 1,807 473 920 1.94 542 1.14 203 294 1.45 255 1.25

平成11年 1,545 1,363 525 756 1.44 590 1.12 176 175 1 169 0.96

平成16年 1,411 1,235 545 722 1.32 598 1.1 106 106 1 106 1

平成17年 1,366 1,203 552 700 1.27 604 1.1 100 98 1 100 1

平成18年 1,326 1,172 562 691 1.23 603 1.07 96 89 0.92 91 0.95

平成19年 1,300 1,147 567 690 1.22 614 1.08 92 82 0.89 85 0.92

平成20年 1,237 1,088 570 670 1.18 607 1.06 88 74 0.85 77 0.88

平成21年 1,212 1,065 572 669 1.17 609 1.06 83 69 0.83 73 0.88

平成22年 1,216 1,071 575 680 1.18 619 1.08 79 67 0.85 72 0.91

平成23年 1,202 1,064 578 675 1.17 613 1.06 76 65 0.86 68 0.9

平成24年 1,191 1,056 581 664 1.14 605 1.04 72 61 0.84 64 0.89

平成25年 1,231 1,071 584 679 1.16 614 1.05 70 61 0.88 65 0.93

平成26年 1,181 1,064 586 662 1.13 608 1.04 68 58 0.85 62 0.91

平成27年 1,200 1,056 589 666 1.13 618 1.05 65 58 0.89 61 0.94

平成28年 1,190 1,092 593 665 1.12 618 1.04 64 55 0.86 58 0.91

※志願者数は高等学校及び中等教育学校後期課程卒業者の計（通信制は除く）。入学者数は高等学校及び中等教育学校後期課程卒業者（通信制含む）、
外国の学校卒業者、専修学校高等課程卒業者、その他（高卒認定等）の計。 （出典：学校基本調査、全国大学一覧、全国短期大学一覧を基に作成）
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入学定員、入学者数等の推移【長期的傾向】



入試方法（大学入学者選抜実施要項上）
○ 一般入試
（概要）
調査書の内容、学力検査、小論文、
面接、集団討論、プレゼンテーション
その他の能力・適性等に関する検査、
活動報告書、大学入学希望理由書
及び学修計画書、資格・検定試験等
の成績、その他大学が適当と認める
資料により、入学志願者の能力・意
欲・適性等を多面的・総合的に評
価・判定する入試方法。

（時期）
・試験期日は２月１日～４月１５日

○ 推薦入試
（概要）
出身高等学校長の推薦に基づき、原
則として学力検査を免除し、調査書を主
な資料として判定する入試方法。
この方法による場合は、以下の点

に留意する。
① 高等学校の教科の評定平均値
を出願要件（出願の目安）や合
否判定に用い、その旨を募集要
項に明記する。

② 推薦書・調査書だけでは、入
学志願者の能力・適性等の判定
が困難な場合には、ＡＯ入試の
③ア～ウの措置の少なくとも一
つを講ずることが望ましい。

※募集人員は、学部等募集単位ごと
の入学定員の５割を超えない範囲で
定める。

（時期）
・出願期間は１１月１日～
・学力検査を行う場合の試験期日は
２月１日～

○ ＡＯ入試
（概要）
詳細な書類審査と時間をかけた丁寧な面接
等を組み合わせることによって、入学志願者の
能力・適性や学修に対する意欲、目的意識等を
総合的に判定する入試方法。
① 入学志願者自らの意思で出願する
公募制。

② 知識・技能の修得状況に過度に重
点を置いた選抜基準としない。

③ 大学教育を受けるために必要な基
礎学力の状況を把握するため、以下
のいずれかを用いることが必要。
ア 各大学が実施する検査（筆記、実
技、口頭試問等）の成績
イ 大学入試センター試験の成績
ウ 資格・検定試験等の成績
エ 高等学校の教科の評定平均値

④ ③ア～ウを行う場合にあっては、
③エと組み合わせるなど調査書を積
極的に活用することが望ましい。

（時期）
・出願期間は８月１日～
・学力検査を行う場合の試験期日は
２月１日～
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日本の大学入学者選抜

日本の入学者選抜の特徴

マーク方式 多肢選択式問題の例

（２）大学入試センター試験
・基礎的な学習の達成度を判定するため、大学入試センターと
各大学が共同して実施。５０万人規模。
・マーク方式、多肢選択式の問題で実施。

（１）各大学の入学者選抜
・各大学では、教育理念を踏まえた「入学者受入れ方針」（アド
ミッション・ポリシー）に基づいて、各大学でＡＯ入試、推薦入
試、個別学力試験を実施。
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推薦入試
34.7％

（211,005人）

平成１２年度(ＡＯ入試調査開始年度)に比べて、ＡＯ入試、推薦入試を経由した入学者が

大きく増加しており、入試方法の多様化が進んでいる。

一般入試

65.8%

（389,851人）

推薦入試

31.7%

（188,083人）

AO入試

1.4%

（8,117人）

その他

1.1%

（6,827人）

一般入試 推薦入試 アドミッション・オフィス入試 その他

（注）「その他」：専門高校・総合学科卒業生入試、社会人入試、帰国子女・中国引揚者等子女入試など

【平成12年度】 【平成29年度】

（入学者計：592,878人） （入学者計：616,584人）

一般入試

55.4%

（341,459人）

推薦入試

35.2%

（216,995人）

AO入試

9.1%

（56,030人）

その他

0.3%

（2,100人）
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平成29年度入学者選抜実施状況の概要 （平成12年との比較）



日本私立学校振興・共済事業団「平成29年度 私立大学・短期大学等 入学志願動向」より作成
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私立大学の入学定員充足状況
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平成２９年度私立大学 推薦入試・AO入試

入学率

推薦 ＡＯ

私立大学の入学定員充足状況の推移

○私立大学の約４割が平成１８年度以降、定員割れ

○定員割れしている大学ほど推薦、ＡＯの実施率が高く、選抜方法が多様化している。



大学入学者選抜改革

＜現 行＞ 【平成３２年度～】

択一式問題のみ
記述式問題
の導入

英語 「読む」「聞く」
のみ

４技能評価
へ転換

学力の３要素が評価
できていない入試

早期合格による高校
生の学習意欲低下

新たなルール
の設定

共
通
テ
ス
ト

個
別
選
抜

◆ 受検生の「学力の３要素」について、多面的・総合的に評価する入試に転換
①知識・技能 ②思考力・判断力・表現力 ③主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度

◆ 高大接続改革実行プラン、高大接続システム改革会議最終報告に沿って、大学入学者選抜の改革を着実に推進
◆ 平成３２年度 「大学入学共通テスト」開始 ※記述式、英語４技能

平成３６年度 新学習指導要領を前提に更に改革

○センターが作問、出題、採点する。採点には「民間事業者」を活用。

○国語：８０～１２０字程度の問題を含め３問程度。
数学：数式・問題解決の方略などを問う問題３問程度。

○平成３６年度から地歴・公民分野や理科分野等でも記述式を導入
する方向で検討。

○英語の外部検定試験を活用し、「読む」「聞く」「話す」「書く」の
４技能を評価。

○センターが、試験の内容と実施体制を評価し、入学者選抜に適し
た試験を認定。各大学の判断で活用（高３時・２回まで）。

○共通テストの英語試験は、認定試験の実施・活用状況等を検証しつつ、
平成３５年度までは継続して実施。

○各試験団体に、検定料の負担軽減方策を講じることを求めるとともに、
各大学に、受検者の負担に配慮して、できるだけ多くの種類の認定試験
の活用を求める。

○ＡＯ入試・推薦入試において、小論文、プレゼンテーション、教科・科
目に係るテスト、共通テスト等のうち、いずれかの活用を必須化。

○調査書の記載内容も改善。

○出願時期をＡＯ入試は８月以降から９月以降に変更。
合格発表時期をＡＯ入試は１１月以降、推薦入試は１２月以降に設定

（これまでルールなし）。
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○ 大学入学者選抜に活用できる仕組みを目指し構築中の高校eポートフォリオ・大学出願ポータルサイト。
○ 生徒が主体性等に関わる諸活動を「JAPAN e-Portfolio」に記録。
○ 大学入学者選抜において、学力の３要素、とりわけ「主体性を持って多様な人々と協働して学ぶ態度」を適切に評価し多面的・総
合的評価の実現に貢献することを目指す。

○ 委託事業（主体性等）への取組み参加は、各高等学校、各大学の判断。

高大接続ポータルサイト「JAPAN e-Portfolio」 （文部科学省大学入学者選抜改革推進委託事業（主体性等分野）の取組の一つ）

ＩＣＴを活用し「主体性等」を評価する入試学者選抜モデルの取組み状況

高等学校教育での活用

【調査書：Ｈ33年度より項目が追加・変更】
○ 行動の特徴、特技等
○ 部活動、ボランティア活動

留学・海外経験等
※具体的な取組内容、期間等

○ 取得資格、検定等
※資格・検定の内容、取得スコア、
取得時期等

教員：生徒の「学びのデータ」の承認・参照
➡ 活用例:「調査書」「学習指導要録」作成

入力

〇出願利用情報
※ JAPAN e-Portfolioに

格納したデータを大学出
願用に生徒が編集

①主体性等を含む
学びのデータ

・探究活動
・課外活動
・資格・検定
・表彰・懸賞
・特別活動等のデータ
・証明書類

②大学毎の提出書類
「志望理由書」
「活動計画書」等
※大学所定ドキュメントを

データ添付し提出

インターネット
出願システム

合否判定

ＣＰ (カリキュラム・ポ
リシー)に基く、体系
的・組織的な教育の
実施
※高校時代の
学びのデータを初年
次教育等に活用

ＤＰ(ディプロマ・ポリ
シー)にかなう育成

〇出願情報
志望学部・学科
志願日程・科目等

〇生徒基本情報

○センター試験結果ﾃﾞｰﾀ

〇提出書類
・原本の証明書(大学判断)

・調査書 等

連
動

一般入試

各学部のＡＰに

基づいた、「一般

入試」の評価指

標・基準等による

判定作業

ＡＯ・推薦

個別入学者選抜 大学教育

各学部のＡＰに

基づいた、「△△

入試」の評価指

標・基準等による

判定作業

○ＡＰ評価指標・基準等の検証

○三つのポリシーの検証

入学者確定

三つのポリシー
チェックに入学前
後のデータ活用

（ＩＲ）

入学者選抜で
使用した各種
データ

大学入学後の
学業成績、各種
活動実績等の
データ

インターネット出願
JAPAN e-Portfolioとデータ連携

委託事業（主体性等）の取組みの一つ

○全国国公私立大学
Ｗｅｂ出願サイトへのリンク

○生徒基本情報登録
氏名、電話番号、住所、保証人氏名、高校名等

「高校Ｅポートフォリオ」

Ｗｅｂ出願ﾎﾟｰﾀﾙ

○生徒：「学びのデータ」の記録・振り返り
自らの学習活動を振り返り次につなげる主体的な学び「メタ認知」

対話

入力内容の閲覧・承認

（承認は調査書記載の項目等に限定）

データ参照・把握

○教員：生徒の「学びのデータ」の参照・把握
➡「調査書」「学習指導要録」作成に活用
教育の評価と指導方法の見直しへの活用

（エビデンスとなる証明書類を添付）

振り返り
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